
 様式３ 

推薦調書（アイデア部門）（注 1） 

   推薦都道府県 熊本県 

地方公共団体名 八代市 

アイデア名称 被災地等におけるインフラ復旧情報のデジタルマップ化 

連携自治体、企

業、団体等 
国土交通省八代河川国道事務所、熊本県 

デジタルを活用

したアイデアの

概要（デジタル

を活用したアイ

デアの全体概要

と解決する個別

課題の具体的内

容） 

（種類）（注 2） ① 
（左記が①の場合

の分野） 
防災 

【デジタルを活用したアイデアの全体概要】 

〇八代市が河川、道路等インフラの災害復旧情報や工事による交通規制情報

を電子地図上にマッピングするとともに、復旧状況の内訳・進捗をグラフ表

示し、ダッシュボード化し、誰もがスマートフォンやタブレット端末等で、

被災地等における公共インフラの復旧状況等を閲覧できる「八代市公共イン

フラ情報提供システム」を構築する。 

〇 さらに、発災時においては、土砂崩れや河川氾濫による道路の通行止め等

についても支援者や救護者、住民への情報提供を行う。 

 

【実施に至る経緯・動機】 

〇 八代市では、令和 2年７月豪雨災害においては災害からの創造的復興に向

けて、現在、球磨川における堆積土砂の撤去、河道掘削等の災害復旧工事が

進められるとともに、特に被災地の暮らしを支える基幹インフラである国

道、県道、市町村道及び林道等の道路工事が、鋭意進められている。 

〇 これらの公共インフラの復旧工事に係る進捗状況は、地域住民や被災地外

で避難生活を送っている住民はリアルタイムで把握することができず、日常

生活に不便を来すとともに、観光による誘客や災害ボランティアの活動の観

点からも支障が生じているところである。 

〇 また、被災地のみならず、市内のその他の地区においても道路工事などに

伴う交通規制の状況が周知されず、通行者が不便を感じる状況が見受けられ

ることから、市内の工事状況の見える化を実現するシステムを構築する。 

【解決する課題の具体的内容】 

〇 公共インフラの復旧状況の情報が地域住民等に伝わりにくく今後の生活再

建計画に支障を来しているという課題について、これらの情報をデジタルマ

ップ化、ダッシュボード化を図ることで地域住民はもとより、地域外の誰も

が被災地における公共インフラの復旧状況をリアルタイムで確認できるよう

にし生活再建の一助とする。併せて、被災地のみならず市内一円の工事に伴

う道路規制情報を可視化し提供することで市民生活の利便性向上を図る。 

〇 発災時には、土砂災害等や河川氾濫等による通行止めの情報の問い合わせ

に対しては担当課が電話等で個別に対応しているが、Web 上でリアルタイム

に発信することで、避難経路の確認と安全な移動を支援することができる。 



デジタルの活用

により目指す成

果（数値） 

平常時 

〇 交通規制情報や復興状況を確認することが可能となり、市民は自身の生活

に必要な交通ルートを事前に把握することが可能となり、交通渋滞を回避し、

円滑な道路交通を実現する。【公共インフラの問い合わせ件数：R3 約 100 件

→R6 約 10 件】 

〇 工事等の状況を誰でも確認できるため、観光客やボランティアの来訪促進

が期待できる。【観光・ボランティア来訪者数：R3 約 10 万人→R6 約 13 万人】 

〇 令和 2 年 7 月豪雨で被災した坂本地域の災害復旧状況をダッシュボード化

することで、市内外へ復興進捗を周知することが可能となり、坂本地域での生

活や事業再建を後押しする。【システムアクセス数：R3 -件→R6約 6 千件】 

災害時 

〇 被災している道路情報等の提供により、市民が最適なルートを選択し避難

行動をとることが可能となる。 

 

本アイデアの特

徴的な点やデジ

タルの活用にお

いて工夫した点 

〇 通常の道路改良工事や災害復旧のための河川改修工事など、様々な部署・

事業で工事をおこなっている。すべての工事情報を円滑に発信するため、全庁

的な工事データベースを作成する。 

〇 被災地の復興工事の状況については、市だけでなく、国・県の工事状況も

提供できるようなシステムを構築する。 

〇 工事等の地理空間情報を GML 形式、シェープファイル、KML、CSV 等のデー

タフォーマットによるデータのダウンロードを可能とし、他地域や民間事業者

等における地図ソフト（GIS、Google Earth 等）との連携を可能とする。 

〇 発災時には、被災箇所、避難所情報等を発信する「防災行政情報通信シス

テム」と連携させることで、災害と工事情報を同時に提供でき、同システム導

入済の全国 25 自治体のモデルケースとして横展開も期待できる。 

 

今後の展望 

〇 令和 4 年 3 月に、「デジタル田園都市国家構想推進交付金（デジタル実装

タイプ Type１）」に採択されており、6月補正で予算措置を行う。 

〇 予算成立後、システムを選定し、必要な道路データの整理・加工、システ

ム構築、市ホームページとの連携作業を行う。 

〇 併せて、国と県の復興等工事情報も本システムに掲載できるよう連携に向

けた協議を整え、令和 4年度内のサービス開始を目指す。 

〇 将来的には、定住自立圏域の隣接自治体、さらには県南全域での広域運用

を目指す。 

 



 

「公共インフラ情報提供システム」概要図 

 

 


